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階層クラスタリング手法を用いた 

コモディティ・フロー法における配分比率の安定性に対する 

産業連関表の行部門統合に係る影響の検証 1 

赤木 茅 
----------------------------------------要旨--------------------------------------------- 

現在政府では,統計改革の一環として,ＧＤＰ統計の基盤となる産業連関表の供給・使用表（ＳＵＴ）体系への移行に

向けて，SUTの基本構成（部門数，部門構成等）の大枠について検討が行われている．我が国の国民経済計算におけ

るコモディティ・フロー法の中間年次推計では，原則としてその配分比率に産業連関表の値（基準年値）を用いている

ため，複数の需要先に配分される部門の需要先別配分比率が中間年において実際には変動している場合，中間年推計値

に誤差が生じる．ＧＤＰ統計の精度向上のためには，ＳＵＴの基本構成の検討においてコモディティ・フロー法の産出

の配分ができる限り安定するように設計し，基準年値と中間年推計値の間の配分比率の変動を小さくすることが重要で

ある． 

本稿では，ＳＵＴの基本構成の大枠の検討に資するよう，産業連関表の行部門に着目し，現行の産業連関表データに

おいて，生じる誤差の最も少ない行部門から順に統合する階層クラスタリングの手法を利用して，産業連関表の行部門

数の設定の違いがコモディティ・フロー法における各需要項目への品目別配分比率の安定性にどのような影響を及ぼす

かについて検証を行なった．その結果，行部門数の減少に伴って，誤差額が拡大し，一定以上の部門数を下回ると，推

計精度が大きく低下することや，各部門の誤差の発生に関する特徴が確認された．なお，実際の部門設定においては，

個別の分類の特性等を十分考慮する必要があり，本稿の分析は，機械的ルールに基づいて全体の傾向を把握するもので

あり，直接的に部門の設定を提言するものではない． 

-----------------------------------------------------------------------------------------
 

1. はじめに                         

1.1. 背景 

現在,政府では「統計改革推進会議最終取り
まとめ」（平成 29年 5月 19日 統計改革推進
会議決定）、「経済財政運営と改革の基本方針
2017」（平成 29 年６月９日閣議決定）及び
「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平
成 30年３月６日閣議決定）に基づき、「生産
面を中心に見直したＧＤＰ統計への整備」と
して, GDP統計の基盤となる産業連関表（以
下，概念としての産業連関表を「IO」，日本の

                                            
1 本稿は国民経済計算体系的整備部会 SUTタスクフォース会合において資料として提出された研究発表を元に作成

されている．同会合において，宮川努座長（学習院大学経済学部教授）はじめ出席者の皆様から大変有益なコメントを
頂いた．また，西崎文平所長，長谷川秀司総括政策研究官，木滝秀彰国民経済計算部国民生産課課長，梶村麻衣子元研
究官，山岸圭輔総務部総務課課長補佐をはじめとした内閣府経済社会総合研究所の職員より，主に実務の観点からお知
恵を拝借頂いた．ここに記して御礼申し上げる．なお，当然ながら，残された誤りは全て筆者の責任によるものであ
る． 

ものを「JIO」と呼称する．）の供給・使用表
（ＳＵＴ：Supply and Use Tables）体系へ
の移行に向けて，政府一体となって取組を進
めている． 
「統計改革推進会議最終取りまとめ」に記

されている通り，2025 年を対象年次とする
JIO（2029 年度公表予定）から SUT 体系に
移行するとともに，2030年度に予定している
国民経済計算の基準改定において，全産業の
直接推計による中間年 SUT の構築が予定さ
れており，統計委員会の下に設置されている
国民経済計算体系的整備部会 SUT タスクフ
ォース会合において，SUTの基本構成（部門
数，部門構成）等に係る具体的な検討が行わ
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れている． 
国際連合において採択された国民経済計算

の国際的なフレームワークである「System 
of National Account 1993」2において提唱
された体系である SUTでは，品目 3がどの産
業から生産あるいは輸入され（供給表），それ
らがどのようにして中間投入及び，最終需要
に分配されるか（使用表）を記述する統計表
からなる．  
国民経済計算体系（SNA：System of 

National Account）は，生産側，支出側，分
配側それぞれの GDP推計値が一致する，いわ
ゆる三面等価を理論的には保障している．し
かし，実際の推計に当たっては，基礎統計の
精度・時点や，推計手法の違いなどによって，
それぞれの推計値の間に乖離が生じることが
あり，このような乖離は一般に「統計上の不
突合」として記録するか，その乖離を何らか
の手法を用いて調整している（以下「バラン
シング」という）． 
我が国の国民経済計算（以下，「JSNA」と呼

称する．）では，支出側推計にコモディティ・
フロー法（以下，「コモ法」と呼称する．）を，
生産側推計に付加価値法を用いているが，こ
の両者の推計値にも不突合が発生している．
SUTは，生産物の品目ごとの供給と使用をバ
ランシングしつつ，基礎統計データから最小
限の加工で SNA の生産勘定を推計するフレ
ームワークを提供する機能を有しており，実
際に平成 23年基準改定以後、この SUTの枠
組みを用いたバランシング手法の導入によっ
て，JSNAにおける生産側 GDPと支出側 GDP
の間の「統計上の不突合」の縮減がなされた． 
現在，中間年の JSNA推計では，IOの取引

基本表（X表，商品×商品）及び，産業別生産
                                            
2 (Inter-Secretariat Working Group on National Accounts, 1993) 
3 日本の産業連関表の取引基本表は商品×商品のマトリックス， SUTは生産物（商品）×産業のマトリックスとし

て構成されているが，本稿はコモディティ・フロー法行部門の構成単位を品目としているため，対象を「品目」で統一
する．本稿で行われる分析の対象はコモ法における品目を JIOの商品と対応付けたものであり，各品目の呼称は全て
「平成 23年（2011年）産業連関表（確報）部門分類コード表」における基本分類に則っている．なお，「行部門」と
は，産業連関表を横の係数の並びを示す，産業連関表レベルでの概念である．  

物（商品）産出表（V表）を基礎として，JSNA
への概念・分類の組換えや数学的仮定（商品
技術仮定）の適用、及び、毎年の出荷額・産業
別の費用構造等の情報を用いた延長年推計等
により，V表、U表という形で中間年 SUTと
実質的に同じ内容のものが推計されている．  
しかし，現行の JSNA では基準年次におい

て、経済センサスなどの基礎統計を用いてま
ず JIO の取引基本表を作り、その後、数学的
仮定を置いたうえで取引基本表を U表に変換
する作業を挟むなどの手法を用いており，直
接的に SUT体系を用いていない．このことも
一因として，現行の JSNAの推計においては，
推計手順の複雑化，それに伴う精度の低下（誤
差の拡大）や、JIO と JSNA の概念上の相違
の存在などが問題視されている． 

 清水．他（2008）は，GDP統計の精度低
下要因として，基幹統計の一つである産業連
関表と一次統計調査，更に JSNA との統計概
念の整合性，及び各種統計の推計手法の間の
整合性の問題を指摘している．今般の統計改
革では，JIOの SUT体系への移行に伴い，従
来型の取引基本表経由の間接的な推計ではな
く，基礎統計から直接 SUTを作成し、そこか
らＧＤＰ統計を推計することが可能となり，
推計過程における基礎統計から JSNA までの
概念の一貫性と，推計精度の向上が見込まれ
ている． 
我が国のＳＵＴ体系への移行に当たっては、

ＳＵＴの基本構成（具体的には、生産物・産業
の概念、表章部門の考え方、部門の改廃ルー
ル、部門数）の検討を始めとして、様々な課題
が存在するが，本稿では，SUTの基本構成の
うち，部門の設計に焦点を絞り，特に行部門
の部門数の設定がコモ法推計の精度にどのよ
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うな影響を与えるのかについて定量的に検証
する． 

 
1.2. コモディティ・フロー法及び部門設計

の考え方 

コモ法は，定義された品目の分類ごとに，
それらの国内総供給の，中間投入，最終需要
（最終消費及び総資本形成）への配分を明ら
かにする形で支出側の国内総生産を推計する
一連の手法，言い換えれば，IOの行方向の算
出である．  
コモ法は，品目の配分先 4を算出するため，

ある品目がただ一つの配分先に需要されるも
の 5であれば，その推計は容易かつ，少なくと
もいずれの部門に配分されるかに関しては正
確なものとなる．したがって，部門の設定で
は各品目のデータの入手可能性，用途の類似
性，代替可能性などを鑑みつつ，商品ごとの
需要先が可能な限り一意に定まるようにコモ
法による財貨・サービスの品目が細分化され
ることが望ましいと考えられる． 
熊谷（2012）では，JSNAの課題の１つで

ある，生産側推計と支出側推計の統計上の不
突合の発生理由として，コモ法における中間
年の配分比率を基準年のそれに固定している
こと，即ち配分比率の中間年の変動を捕捉で
きていないことを挙げている．各生産物の生
産額を正確に把握できれば、中間投入額や最
終需要額の正確な把握につながることから、
SUT体系への移行において可能な限り配分比
率の変動の少ない部門設定をすることは，
JSNA の推計精度に関して大きな意味を持つ
といえる． 
ただし，部門分類の詳細化は，ＧＤＰ統計
                                            
4 コモ法において，財貨・サービスの商品は需要先別（中間投入向け，家計消費向け，固定資本向けのいずれか）

に配分される．今回の検証では，加えて，中間投入のうち，建設向け中間投入を別途配分先として分離している． 
5 例えば「原油」は家計が消費することは考えにくく，100%中間投入に配分される． 
6菅（2009）で分析の対象となっているのは IOの投入額の内訳を配分する情報を提供する，「平成 17年産業連関表

作成のための特別調査」のうち「投入調査」である．本稿で扱われる配分比率に関して関連が深いのは，産業連関表産
出額の内訳を配分する情報を提供する「製品需給調査」であり，「平成 17年産業連関表作成のための特別調査」及び
「平成 23年（2011年）産業連関構造調査」の双方が関連する．したがって，各調査が直接対応するものではない
が，産業連関表作成に係る調査一般における報告者負担軽減の重要性を示す意味で参考とした． 

の精度向上という観点からは望ましいもので
あるが，徒に部門を細かくすればよいという
ものでもない． 分類の詳細化は，調査項目や
調査対象の増加につながり，SUT作成のベー
スとなる基礎統計における実査及び報告者の
負担増を招く可能性がある． 
菅（2009）において言及されているように，

JIO 作成のための特別調査の回収率は近年急
速に低下しており，また，報告者負担の軽減
は，同調査の回収率の向上に寄与するとされ
る 6．この点に関しては，「公的統計の整備に
関する基本的な報告」（平成 30年 3月６日閣
議決定）においても，『統計ニーズに対応する
ために，報告者に過度な負担を強いることは，
統計調査への協力意識の低下，ひいては統計
調査の結果精度にも影響を及ぼす』と示唆さ
れており，政府も報告者負担の軽減に努めて
いる． 
本稿は、部門数の設計の推計精度への影響

を分析の対象とするが、実際に部門数を設定
するには，精度のほかに実査及び報告者の負
担の両面を考慮して設計されなければならな
い． 

 
2. 概念整理                         

2.1. 定義：配分比率の安定性 

通常，IOに関わる「安定性」という概念が
対象とするところは，IOのレオンチェフ投入
係数行列の安定性，すなわち「シンメトリッ
ク産業連関表」における中間投入部分の列部
門構造の安定性であり，コモ法における行部
門構造に係る「配分比率の安定性」という概
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念は一般的ではない．これは，IOの利用とい
う観点において代表的な波及効果分析の精度
に，投入係数の安定性が大きく関わってくる
ことが理由であるが，JSNA の推計において
は，配分額推計の精度にも重要な意味がある． 
そこで，本章では，コモ法における「配分比

率の安定性」概念を定義し，その分析の意味
を確認する． 

 
2.2. 複数の需要項目に配分される要因 

先に述べたように，JSNAの推計精度の向上
という観点からすると，コモ法において設定
される品目は，可能な限り単一の需要先に配
分されることが望ましい．コモ法は,品目ごと
に国内総供給額を把握し、それを流通段階ご
とに各配分先へ配分し、その配分額を算出す
る手法であり，国内総供給額は，最終的には
中間投入，最終需要，固定資本形成のいずれ
かに配分される（ただし，中間投入から建設
向け中間投入を分離可能であり，本稿では分
離して扱っている）．したがって，ある品目が
100%単一の配分先へ配分される場合，最終
段階における誤差が生まれる余地がなくなる
ため推計誤差が小さくなると考えられる．  
コモ法において，品目が複数の需要先に配

分される要因には，主に以下 2 つのパターン
が考えられる． 
第一に，単純に複数の需要先に配分される

品目（以下，「混用財」と呼称する．）であり，
これは例えば，「かんしょ

・ ・ ・ ・
，食パン，醤油」な

どの農産物や食品が考えられる．具体的には，
かんしょ
・ ・ ・ ・

を一般家庭が食事での利用として
家計消費に需要し，食品加工業者や外食業者
が中間投入として需要するといったケースが
想定される（家計消費と中間投入が混在）．そ
の他にも，上記のとおり、中間投入，家計消費

                                            
7 IOにおいて単独で資本形成になるボイラが，船に組み込まれるようなケースを迂回といい，機械組み込み，建設

迂回，土木迂回（据付迂回），造船迂回，自衛隊が購入した武器等，などの限定的なケースに限って資本財が中間投入
に計上される． 

双方に配分される品目は多数存在する（衣服
や家具などの既製品，燃料など）．また同様に，
ボイラやポンプなどの機械やソフトウェアな
ど，中間投入と資本形成双方にまたがる品目 7

や，PCや自動車など，家計消費と固定資本形
成双方に配分される品目も存在する． 
これらの混用財は，例えば「事業者向け

かんしょ
・ ・ ・ ・

」，「家計向けかんしょ
・ ・ ・ ・

」など概念的
に単一の需要先に配分される品目（以下，「単
用財」と呼称する．）として区分することも可
能だが，実際のところ各農家，卸売，小売業者
などがそれらを個別に分離し記録しておらず，
調査によって個別に把握することが困難であ
る場合が多い． 
品目が複数の需要項目に配分される第２の

パターンとして考えられるのは，プロダクト
ミックスである．プロダクトミックスとは，
呼称としての部門名に，複数の実態の異なる
品目がまとめられていることをいう．一般に，
「その他の○○」「ほかに分類されない○○」
などのバスケット項目が代表的だが，そのほ
かにも「衛生陶器と，陶磁器食器」など用途の
異なる品目が「陶磁器」という区分でまとめ
られるなど，分類が粗い場合に起こる． 
混用財と，プロダクトミックスの違いは，

分類の定義や詳細度に依存するため，明確に
区分することは難しいが，用途の代替可能性
が判断における１つの指標となる．例えば，
先の例の「家計向けかんしょ

・ ・ ・ ・
」を「事業者向

けかんしょ
・ ・ ・ ・

」で代替することは可能だが，「陶
磁器食器」を「衛生陶器」で代替することは考
えにくい． 

 
2.3. 非単用財が推計精度に与える影響      

以降，「配分比率」を，ある品目の国内総供
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給に占める「中間投入 8，建設向け中間投入，
家計消費，固定資本形成」それぞれへの配分
額の割合と定義する．また，ある品目の「配分
比率が安定的である」ということを，その品
目の各配分先への配分比率が経年で変化しな
いこととする． 
特定の品目にプロダクトミックスがある、

あるいは混用財である場合、その配分比率は
それぞれの年の生産比、需要構造にしたがっ
て変化するため、経年の安定性は低下する。
一方，品目の需要項目が１つに限定されてい
る場合、原理的にその品目の配分比率は完全
に安定することとなる 9。 

この変化，特に混用財の配分比率の変化は
自然な現象であり，それ自体は問題となるも
のではないが， JSNA におけるコモ法では，
中間投入（建設向け中間投入を含む，分離し
て推計は行われていない点に留意），家計消費，
固定資本形成の 4 つの需要項目に対する配分
比率は，把握する情報が存在しないことから、
原則として基準年固定であり，中間年次にお
いては SUT バランシングによる変動等はあ
るものの基本的に同一の値を用いている．し
たがって，基準年の配分比率の固定係数と，
実際には変動している中間年次の配分比率の
間に乖離が生じた場合，即ち配分比率が安定
していない場合には中間年の推計値に誤差が
生じる． 
上記の観点から，「配分比率の安定性」は，

「配分比率の基準年固定係数と中間年の値の
乖離から生じる、各需要項目への配分額の誤

                                            
8 以降，中間投入は，建築向け中間投入を除いた値を意味する．なお，政府におけるコモディティ・フロー法では，

建設向け中間投入を分離推計しているわけではない．本稿では，データにおいて分離が可能なこと，資本形成との関連
性が予想されることなどから分離して推計している． 

9 例として，100%中間消費の財 Aおよび、100%家計消費の財 Bを一つの項目として扱った財 Cを想定しプロダ
クトミックスの影響を考える．財 Cの中間消費への配分比率（中間消費/家計消費）は財 Aの産出額 Pa0、財 Bの産出
額 Pb0の比（Pa0/Pb0）となる．翌年のそれぞれの産出額が pa1＞pa0,pb１=pb0となった場合その配分比率は（Pa
１/Pb１）＞（pa0/pb0）となる．このように各財の産出額は毎年変動するため，プロダクトミックスのある財 Cの配
分比率は不安定となる．一方，混用財の場合，各配分先の需要は経年で変化するため，プロダクトミックスがなくと
も，その配分比率は安定しない． 

10 なお、実際のコモ推計は、JIOの取引基本表の基本分類ではなく、より細かい分類数で推計を行っていることか
ら、実際のコモ推計そのものへの影響とは異なる。本稿では，SUTの部門構成を対象とするため，JIOの部門構成に検
証の対象を限定した． 

差の多寡」として統計の精度に影響を及ぼす． 
 行部門の設定において，既存の部門数を減ら
した場合，複数の行部門にまたがっていた品
目が１つの行部門に統合され，１つの行部門
に属する品目の種類は増加する．このとき，
１つの行部門に統合された複数の品目の配分
比率の構成がそれぞれ異なっていた場合，プ
ロダクトミックスの影響によって，中間年次
の配分額に誤差が生じることとなる． 

以下では，現行の JIO の基本分類による取
引基本表の行部門数から，一定の客観的なル
ールに則って部門数を減らした場合（すなわ
ち各部門を統合した場合），どの程度プロダク
トミックスの影響によってコモ法における誤
差が生じるのかについて，定量的な分析を行
う 10． 

 

3. 分析手法                        

3.1. 手法概要                               

本稿では IO の行部門統合による品目別配
分比率の安定性への影響を「凝集型階層クラ
スタリングの手法を用いた誤差推移シミュレ
ーション」により検証する． 
具体的には，「平成 23年（２０１１年）産

業連関表」の取引基本表について、基本分類
（行：518部門）から，統合小分類（行： 108
分類）まで，統合の影響が最も少ない組み合
わせの統合を階層的に行い，各段階において，
部門統合による品目別配分額の乖離（実額，
割合）を推計する． 
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具体的な手順は以下に従う． 
１） コモ分類の「産業連関表基本分類」

への統合 
２） 階層クラスタリング 

2-1） 統合分類候補選出 
2-2） 統合による品目別配分額の安

定性計測 
３） 結果の検証 
 
なお，本章で記述される各定義及び表現は，

含まれるすべての節にて共通のものとする． 
 

3.2. 使用データ                          

 
平成 23年基準コモ法データ 

• 国内総供給額（遡及年補正あり 詳細後
述） 

• 需要項目別配分比率・配分額 
（中間投入（建設向け中間投入を除く），家
計消費，固定資本形成，建設向け中間投入） 
   ※遡及年補正あり 
• 8桁分類（約 2000品目）， 
• 名目暦年：1995~2015 年，生産者価

格表示 11 
 
平成 23 年基準産業連関表 部門分類 基本分
類 
 
3.3. コモ法分類の産業連関表分類への統合 

現行の JSNA におけるコモ法では，その配
分比率の大半を JIO の取引基本表の配分比率
に基づいて推計している．したがって，JIOの
取引基本表行部門が統合された場合，同様の
影響がコモ法にも及ぶこととなる．ここでは，
SUT の部門構成の検討に資するよう，JIO の

                                            
11元データは 2011~2015年のデータだが，後述の遡及年補正の打消しを行うにあたり，2012年～2015年の期間

には次の基準年値が存在しないため打消しができないことから 2011年以降の値を使用していない． 
また，通常コモ法における需要項目は購入者価格表示されるため，本稿の生産者価格表示での分析とは結果が多少

異なる． 

基本分類約500とコモ法8桁分類（約2000）
を JSNA の基準に従い対応付けを行い，一定
の客観的なルールに基づき，対応付け実施後
のコモ法における部門を一つに統合する．そ
の際，各行部門の総供給額及び配分額は，統
合前の部門の単純和となっている． 
なお，品目の配分比率に IOのデータを用い

ていないコモ品目及び，輸出割合が高く，マ
イナスの配分額を持つ部門は対象から除外し
た． 

 
今回使用したコモ法データは，遡及年補正，

即ち，過去の中間年次推計値に関して，判明
している後年の基準年値を用いた補正をかけ
たものである．ただし，JSNAの確報及び四半
期速報時には次の基準年値を知ることはでき
ないため、JSNAに与える影響を分析するため
に，遡及年補正された値を用いることは適当
ではない．  
そこで，５年毎の基準年次において、配分

比率の当回基準年値と次回基準年値の差額を
基準年の間隔で割った値の等差級数を各中間
年次から引く処理を行い補正の効果を打ち消
した． 
具体的には以下の通りである． 
 

I を整数全体の集合とする． 
データに含まれる全年度を 

TY = [1995, 1996, … ,2011] ⊂ I      (3.3-1) 
基準年を 

BY = [1995,2000, 2005, 2011] ⊂   I   (3.3-
2) 
中間年次を， 

MY = TY − BY                   (3.3-3) 
と,それぞれ全順序集合で表す． 

このときある基準年に対応する次の基準年を
求める関数，Next ∶ BY → BY  を以下のように
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定義する． 

Next[y] = �
𝑦𝑦 + 5, 𝑦𝑦  ≠  2011

𝑦𝑦 +  6,            𝑦𝑦 = 2005
𝑦𝑦,                  𝑦𝑦 = 2011

  (3.3-4) 

 
また，各中間年次に対応する基準年次を求め
る関数，getBase: MY →  BY   を以下のよう
に定義する． 
 

getBase[y] = �
𝑦𝑦, 𝑦𝑦 ∈ BY

𝑏𝑏 𝑠𝑠. 𝑡𝑡 (𝑦𝑦, 𝑏𝑏) ∈ 𝐵𝐵𝐵𝐵,   𝑦𝑦 ∈ 𝑀𝑀𝑀𝑀  

                                             
(3.3-5) 

where  
 BM = 
 {(1996, 1995), (1997, 1995), (1998, 1995) 
 , (1999, 1995), (2001, 2000), (2002, 2000) 
 , (2003, 2000), (2004, 2000), (2006, 2005) 
 , (2007, 2005), (2008, 2005), (2009, 2006)} 
 
需要項目の集合を Dep = { i, ic, h, f} 12 として，
ある需要項目 x ∈ Dep  に関するある品目の
時系列配分額を以下のような全順序集合であ
らわす．なお，R+ は非負の実数全体の集合を
表す. 
 
corrected[x] = [ vi |i ∈ 𝑇𝑇𝑇𝑇, vi ∈ 𝑅𝑅+ ] 

(3.3-6) 
このとき，非補正値は以下のようになる， 
 
 

                                            
12 それぞれ，intermediate demand, intermediate demand for construction, household consumption, fixed 

capital formation，の頭文字． 
13 階層クラスタリングは特定の空間上の各点を，何らかの距離（類似度）指標の近い組み合わせから階層的にクラ

スタリングする手法一般を指す．階層クラスタリングに関する説明は，Jain（1999）5.1章などに簡潔にまとめられ
ている．階層クラスタリングにおいては距離の取り方が設計の重要な要素であり，ウォード法や，重心法などいくつか
の代表的な手法が存在する．本稿では，対象のクラスタが統合された行部門を意味し，それぞれに時系列値を持つとい
う特殊性から距離の取り方においても，後に説明される独自の方法をとっている．通常階層クラスタリングでは，何ら
かの基準を用いて統合を途中で停止することで，元データを K個のクラスタにクラスタリングする．従って，そのよ
うな基準を用いない場合，全てのデータ点は最終的に単一のクラスタに統合されることとなり，その過程を表すデンド
ログラムを得ることが目的となることが多い．本稿は，統合の過程を分析することを目的としており，本稿における分
析では，後に説明される事前に定められた約 100のクラスタに分割された時点で統合は停止するため，最終的な分類
結果自体は意味を持たない．距離指標に関しては付録にて論じている． 

uncorrected[x] 
= [revise[vi ]|vi ∈ corrected[x]]  

(3.3-7) 
where,  
 
       getByIndex[i][S] =  𝑣𝑣𝑖𝑖   𝑠𝑠. 𝑡𝑡 𝑣𝑣𝑖𝑖 ∈ S 
 
        toBeMinus[i] = 
                       (i −  getBase[i]) ∗ 

      � 1
Next�getBase[i]�−getBase[i]

� ∗  

(getByIndex �getBase[i]�[corrected]

− getByIndex �Next�getBase[i]�� [corrected]) 

 

       revise[vi] = �
vi, i ∈ BY

vi − toBeMinus[i],   i ∈ MY  

 
 
以降，この統合された JIO基本分類（約 500

分類，以下「統合基準分類」．）を検証の対象と
する． 

 
3.4. 階層クラスタリング               

 本稿では，統合の過程における段階的な変化
に分析の関心があるため，凝集型階層クラス
タリング 13の手法を用いて，段階的に部門の
統合を行い，その各段階で発生する誤差額を
計算するシミュレーションを行う． 
 階層クラスタリングは以下のアルゴリズム
に則って行う． 
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1) 部門の全体集合S[t] , (初回 𝑡𝑡 = 0）か

ら統合候補α, β を選出 
2)    統合候補α, βを統合し，新たな

 部門 𝛼𝛼𝛼𝛼�  を作成14． 
3)    S[t + 1] = (S[t] −  {α, β}) ∪ {αβ�})と

して更新する．  
4)    統合が不可能になるまで  1)～ 

3)を繰り返し各ｔにおける誤差額を
推計する． 

 
以下，各手順に関して詳細を論じる． 
 
3.4.1. 統合分類候補の選出 

本節では，上記１）全体集合 S から統合候
補α, βの選出について述べる． 
１つに統合される２つの行分類は統合の影

響を最小限に止め，かつ現実的な統合案を策
定するために，以下の３点の基準に則り選出
する． 

① 概念的な類似性， 
② 定量的な類似性， 
③ 統合後総供給量のスケール， 

 
①  概念的な類似性  
  統合された品目の組み合わせの概念的な類
似性を担保するため，統合基準分類に属する
行分類のうち，「産業連関表統合小分類
（108部門）」の各部門に属する品目内の組
み合わせを統合対象候補とする．言い換えれ
ば，IOの統合小分類の各分類に属する品目
同士の統合は行われるが，統合小分類を超え
ての統合は行われないということである．こ
れは，用途の類似性，代替可能性等の基準で
区分された上位分類の中で統合候補を選出す

                                            
14 𝛼𝛼𝛼𝛼�  は，以後，α と β が統合され，１つの部門になった新しい部門を表すために用いる． 
15 ユークリッド距離は IOの分析においてよく用いられる指標であるが，クラスタリングにおいて一般的な指標の

一つにコサイン類似度なども存在する．付録において，それぞれの指標の比較と意味に対する考察を行っている．通
常，ユークリッド距離を用いる際には，正規化及び，同方向のベクトルの扱いへの対応が必要とされるが本稿の分析で
は，ベクトルが比率を表す（０~１の値を持ち，和が１になる）という制約によってユークリッド距離とコサイン距離
の間で結果にほぼ差はない．  

ることで，概念的に全く異なる行部門を統合
することを避けることを目的としており，こ
れによって，配分比率が似ているが，用途が
全く異なるような部門間の統合がなされるこ
とを一定程度防いでいる． 
 
②  定量的な類似性 
 
 上記①の条件を踏まえ，以下，部門間の類似
性について整理する．部門が統合された際に，
それらの部門が双方とも同様の需要項目に配
分される単用財であった場合，部門間の統合
による推計誤差は生じない．したがって，可
能な限り，統合される部門間の配分比率構造
は類似していることが望ましい． 
本稿では，行部門同士の類似度として，基

準年の平均配分比率ベクトルのユークリッド
距離を用いている 15．ユークリッド距離とは，
ユークリッド空間上の距離尺度であり，ここ
では，距離が近いほど，配分比率構造が似て
いることを示す．  

 定義された全ての品目の集合を Sとする．
ｙ年における品目 s ∈   S を以下のように定
義する． 

 
s = { {y, vi , vic, vh, vf}| y ∈ TY  
         , vi   ∈ uncorrected[i]  
         , vic  ∈ uncorrected[ic]  
         , vh  ∈ uncorrected[h]  
         , vf   ∈  uncorrected[f]       }   (3.4.1-1) 
 
{y, vi , vic, vh, vf} ∈ s は y 年における各需要項
目に対する配分額を表現しており，vi ~ vf は
各需要項目 i ~ f の配分額を表す． 
 ある行部門 s に関するｙ年の各需要項目に
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関する配分額は， 
 

Proj [s][y] = {y, vi , vic, vh, vf}, 
                  s. t  {y, vi , vic, vh, vf}  ∈ s  (3.4.1-2) 
 
によって表される． 
需要項目 x ∈ Dep の配分額は， 

Alloc[ s][y][x] = vx , s. t  vx ∈ Proj[s][y] 
と表現できる． 
また，ある行部門の y 年における総供給額

は， 
 

Total [s][y] = ∑ Alloc[s][y]x∈ Dep    
(3.4.1-3) 

となる． 
ある部門α, β ∈ S の各需要項目に対する代

表配分比率をそれぞれ， 
 
Rα�����⃗  = ( ai, aic, ah, af )           (3.4.1-4) 
Rβ����⃗  = ( bi, bic, bh,  bf )           (3.4.1-5) 
 
Where  
    

     BTotal[x] = � Total[x][y]
y∈ BY

 

 
     BVal[x][i] = ∑ Allocy∈ BY [x][y][i]   
 

     αi =
BVal[α][i]
BTotal[α]

 , i ∈   Dep 

 

     βi =
BVal[β][i]
BTotal[β]

 , i ∈   Dep 

とすると， 

 Euc[α β ] は， 
 
 
 

                                            
16『平成 27年（2015年）産業連関表作成基本要綱 第 2部 産業連関表の作成手順及び作業内容』85頁より引用 

Euc[α β ] 

=  � � (αx − βx)2

x∈Dep，αx∈ Rα�����⃗  ,   βx∈  Rβ�����⃗   

   

(3.4.1-6) 
 

  となる． 
 

③  統合後総供給量のスケール 

誤差額は，配分比率の差と総供給額の積に
よって求められるため，仮に統合された２つ
の部門の配分構造が大きく異なっていても，
双方の総供給額が 0 に近い場合，誤差の影響
は僅かしか生じない．同様に，配分構造差が
僅かな行部門同士でも，その総供給額が非常
に大きい場合，生じる誤差は大きくなる． 

 したがって，統合の対象となる部門選定に
当たっては，可能な限り総供給額の小さな行
部門から統合していくのが好ましいといえる． 
「平成 27年（2015年）産業連関表作成基

本要綱」16には，平成 27年表における部門分
類の基準として，「国内生産額又は総需要額の
大きさ」を掲げており，その中において「既に
設けられている部門について、列の国内生産
額及び行の総需要額が減少して、各々1000億
円未満となった場合には、原則として類似の
既存部門に統合する。」と記載されており，部
門の国内生産額及び総需要額の桁数が部門設
定の１つの目安となっていることが示されて
いる．そこで以下のとおり，行部門 α, β の基
準年総供給額平均の和の常用対数値を１つの
基準として用いた． 

 
 
Scale[{α, β}]
= log10(BTotalAve[α] + BTotalAve[β]) 

(3.4.1-7) 
Where  

BTotalAve[x] =   
∑ Total[x][y]y ∈ BY

|BY|  
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以上の 「②定量的な類似性」，「③統合後総
供給量のスケール」の基準を統合し，行部門
の α, βの統合指標を， 

 
Sim[{α, β}] 
               = Euc[α, β] ∗ Scale[{α, β}]] 

(3.4.1-8) 
 
とするとSim[{α, β}] は，配分率の構成が似

ており，かつ，総供給額が小さいほど小さな
値をとる．統合後に生じる誤差額は，スケー
ル及び，配分比率の差異の度合によって決ま
るため，この指標は統合の結果発生する誤差
額を模している． 
以上すべてを統合し，同一の統合中分類に

属する部門の全ての組み合わせにおいて，
Sim[α, β] を計測し，同値が最も小さい組み合
わせを部門統合の対象として選定する． 

 
3.4.2. 統合方法 

次に，以下に定めるように部門を統合する． 
x, y ∈  S が同様の「産業連関表基本分類小分
類」に属するときx ~ y と表現すると，各基本
小分類は商集合 S/~ に属する． 
 このとき，品目 ω ∈ Ω ∈ S/~  を 

 
ω = { {y, vi , vic, vh, vf}| y ∈ Y  
                                    , vi ∈ uncorrected[i]  
                                    , vic ∈ uncorrected[ic] 
                                    , vh  ∈ uncorrected[h] 
                , vf ∈ uncorrected[f]  }   

(3.4.2-1) 
とする． 
２つの部門 α , β ∈ Ω ∈ S が統合された新

たな部門 𝛼𝛼𝛼𝛼�  を考える． 
 𝛼𝛼𝛼𝛼�  の配分額は，基準年次においては，α, β  
それぞれの配分額の単純和，中間年次におい
ては，対応する基準年次の配分率を，２つの
部門の総供給額の和に乗じたものとなる． 
 
統合後の配分比率を求める関数 
hatAloc ∶ Ω × TY × Dep → R+ 

を以下のように定義する． 
 

hatAlloc[{α, β}][y][x]

=

⎩
⎪
⎪
⎪
⎨

⎪
⎪
⎪
⎧� Alloc[ω][y][x]

ω∈{α,β}
  , y ∈ BY

∑ Alloc[ω]�getBase[y]�[x]ω ∈{α,β}

∑ Total[ω]�getBase[y]�ω∈{α,β} 
∗

� Total[ω][y]
ω∈{α,β}

,   y ∈ MY

  

(3.4.2-2) 
このとき， 
 αβ� = merged[{α, β}] 
        = { ( y 
                 , hatAlloc[α , β][y][i] 
                 , hatAlloc[α , β][y][ic] 
                 , hatAlloc[α , β][y][h] 
                 , hatAlloc[α , β][y][f]     )  
       | y ∈  TY 
                , i, ic, h, f ∈  Dep } 

(3.4.2-3) 
となる． 
 
3.4.3. 部門統合による誤差額の計測 

誤差額を以下のように定義する． 

α, β ∈ Ω ∈  𝑆𝑆 ~⁄  が統合された部門 𝛼𝛼𝛼𝛼�  の
配分額に含まれる y 年の誤差は，α, β がとも
に１度も統合されていない行部門である場合
は，下記に示すように各部門の差額の絶対値
の和となる．（誤差の原因は配分比率の乖離で
あるため，絶対値をとらない誤差額の総和は，
増加分，減少分が打ち消しあい，常に０とな
る．すなわち，コモ法における総供給額にこ
の誤差額は影響を及ぼさず，各需要項目の値
にのみ影響を与える．） 
Diff[{α, β}][y] = 

�

 

|  � � Alloc[ω][y][x]
ω∈{α,β}

� − Alloc[αβ�][y][x]|
x∈Dep

 

Diff[ϕ][y] = 0 
(3.4.3-1) 
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ただし, {α, β} が既に統合された部門を含

む場合,その誤差に，過去に統合された際に生
じている誤差の影響を加える必要がある． 
正確な計算のためには， S[0]から 𝛼𝛼𝛼𝛼�が生

成されるまでの全統合を追跡し，その差額を
求めるべきであるが，本稿では各段階で生じ
た誤差の累計を，過去の累積誤差として，最
新段階で生じた誤差に加えている． 

 
 本稿で行われる階層クラスタリングでは，概
念的類似性の制約から，統合基本分類小分類
より少ない部門数への統合は行うことができ
ない．したがって，上記の部門統合及び配分
額の誤差の計算を繰り返すと，部門数は，初
期の基本分類に基づく約 500部門から，統合
部門小分類に基づく約100部門まで推移する
こととなる． 
 初期の全行部門の集合を S [0]，最初に統合
される部門のペアをα, β とすると， 
S[1] = (S[0] − {𝛼𝛼, 𝛽𝛽} ) ∪ {𝛼𝛼𝛼𝛼� }  となる． 

|S[t]| = ｎとすると，|S[t + 1]| = 𝑛𝑛 − 1  とな
るため，統合は，約 400回行われることとな
る． 
  
 S[t], t ∈  I , 0 ≤  t < | S ~⁄ |  において統合さ
れる部門統合候補のペアは，以下のように定
義される． 
 
canBeMerged�S[t]� 

= �{α, β} �α, β ∈ Ω, Ω ∈ S[t] ~� , α ≠ β} 
 (3.4.3-2) 

 
 このとき，S[t]において統合される，部門の
ペアは， 
 
 

                                            
17 この時ε は候補を一つに絞る為の調整項であり，プログラム上では，値が同じ場合，後に処理された方が優先さ

れるよう定めている． 
 18 includedAllは再帰関数であり，t=0から計算が行われる． 

Pair�S[t]� = {α, β}  
s.t 
{α, β} ∈ canBeMerged�S[t]�, 
∀ {x, y } ∈ canBeMerged�S[t]�, 
                       Sim[{α, β}] +  ε >  Sim[{x, y}]   

(3.4.3-3) 
 
となる 17． 
 
また，S[t]までに過去に統合された，全てのペ
アの集合は， 

pairs�S[t]� =   �  � Pair�S[x]� �
t

x=0

 

(3.4.3-4) 
 
となる． 
 
ある部門 α が過去に統合してきた，部門の

集合は以下のようにあらわされる． 
 

includedAll[α][t]18 
  =  includedPair[α][t] ∪  
     

�  includedAll[r][t − 1]
r ∈ includedPair[α][t]

 

 
includedAll[x][0] = {ϕ} 

(3.4.3-5) 
  includedPair[α] =

�
{p, q} , {p, q} ∈  pairs�S[t]�  ∧  merged[{p, q}] = α 

{ϕ},                                                         othrewise
  

 
このとき，品目 α , β を統合した部門に含

まれる S[t]における y年の誤差額は，  
 
 
 



ESRI Research Note No.40 
階層クラスタリング手法を用いたコモディティ・フロー法における 

配分比率の安定性に対する産業連関表の行部門統合に係る影響の検証 

 

13 
 

 
diffSum�𝛼𝛼𝛽𝛽� �[t][y]  

＝ � diff[x][y]
x ∈ X

 

(3.4.3-6) 
 Where  
   X =  includedAll[𝛼𝛼𝛽𝛽� ]][t] 

 
となる． 

 
 また，全年度に渡るこの部門の誤差額は，以
下の通りとなる， 
 

diffAllY�𝛼𝛼𝛽𝛽� � = � diffSum [𝛼𝛼𝛽𝛽� ][y]
y∈TY

 

(3.4.3-7) 
 
3.4.4. 乖離指標 

クラスタリングの各階層段階において，以
下のとおり，乖離指標（実額，割合）を推計す
る． 
 
① 乖離総額（年平均）； 
誤差の累積額を年数で割った値 19． 
 
totalDiff�S[t]� 

                = � diffAllY[x]
x ∈ S[t]

|TY|�  

(3.4.4-1) 
 
② 行部門総額に対する乖離額の割合（年平

均）； 
 各行部門ω ∈ S[t] に関して，行部門の総供

給額に占める累計誤差の平均． 
 
 

                                            
19 基準年には誤差が生じないため，この値は誤差の生じている年の平均誤差額よりは少なめの値となる．基準年の

誤差を除いた値を求めるのが望ましいが，取り除く際に計算がより複雑になること，傾向やスケールは変わらないこと
などから，基準年を含めて除している．以降，全ての指標においても同様の対処をしており，したがって目安として
13/15 程値が小さくなっている． 

diffRCol[S[t]]  

=
∑ �diffAllY�includedPair[ω]� Total[ω]⁄ �    ω∈S[t]

|S[t]| ∗ |TY|  

 
(3.4.4-2) 

 
③ 各需要項目別・配分額総額に対する乖離

額の割合（年平均）; 
 各需要項目 x ∈  Dep に関しての配分総額
に占める乖離額の割合． 
 
 統合した際の特定の需要項目における非累
積誤差を 
 
diffDep[{α, β}][x][y] = 

�� � Alloc[ω][y][x]
ω∈{α,β}

�  − Alloc�αβ��[y][x] � 

diffDep[ϕ][x][y] = 0 
(3.4.4-3) 

 
とすると，累積誤差は， 
 
diffSumDep[{α, β}] [x][t][y] 

                          ＝ � diffDep[{α, β}][x][y]
x ∈ X

 

diffSumDep[ϕ ][x][t][y]  =  0 
(3.4.4-4) 

 Where  
         X =  includedAll[merged[{α, β}]][t] 
 
全年度値は， 
diffDepAllY[{α, β}][x] 

                       = � diffSumDep [{α, β}][y]
y∈TY

 

(3.4.4-5) 
 
となる． 
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 このとき，求める値は，以下で表される， 
 
diffRDep�S[t]�[x]  

=  
∑ diffDepAllY[{includedPair[ω]}]ω∈S[t] [𝑥𝑥]

∑ ∑ Alloc[ω][y][x] ω ∈  S[t]y∈TY
 

(3.4.4-6) 
 
4. 分析結果 

上記定義に従い，階層クラスタリング用プ

ログラムを作成・実行し，その結果として定
義された各指標を以下図１~３にプロットし
た． 
また，図４において，図１における各 S[t]

において，統合された部門を１～3 次産業に
分類し，色別に表示している．また，凡例とし
て各段階において，統合された代表的な部門
名を例示した 20．  
結果に対する考察は，次章にて行う．

 
図 1 乖離総額（年平均） 

 
 

                                            
20 ただし，２つの部門を統合した部門の呼称は，プログラム上で偶然先に計算されたものを採用しており，あくま

で一時的なものであることに留意が必要．階層アルゴリズムの後半に登場するほど同一の名称であっても，複数の部門
が統合された部門となっている． 
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図 2行部門総額に対する乖離額の割合（年平均） 

 
図 3 各需要項目別・配分額総額に対する乖離額の割合（年平均） 
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固定資本形成

建設向け投入

家計消費

中間投入

固定資本形成配分額の大きな「プラン
トエンジニアリング」を含む「その他
の対事業所サービス」が「労働者派遣
サービス」等に統合された影響 

建設向け中間投入への配分額の大きい
「建物サービス」等と，「土木建築サー
ビス」の統合による影響． 

「その他の生産用機械」「木材加工機
械」｢機械工具｣が生産用機械全体に統
合．生産用機械全体の総額が大きく，
誤差割合が小さかったため額の小さい
「その他の生産用機械」「機械工具」の
誤差割合が打ち消される． 

「その他の生産用機械」「機械工具」が
統合．額は小さいが，割合差異が大き
い． 
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図 4 図１における統合された産業ダイアグラム 
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133
123
113
103

第１次産業

第２次産業

第３次産業

（年平均誤差総額、 兆

円 ）

第３次産業 
「小売」＋「卸売」， 
「その他の対事業所サービス＋「労働者派遣サービス」等 
・配分比率の類似度が相対的に低く，規模が大きい 
・部門統合の後半において統合候補となるものが一定程度
存在する． 

第１次産業 
「米」＋「小麦」， 
「肉用牛」＋「豚」，等 
・品目間の配分比率の類似度が高く，かつ，規模の小さい品目
が多い 
・部門統合の初期段階で統合候補となるケースが見られる． 
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5. 考察とまとめ                      

5.1. 乖離総額  

図１より，現行の「産業連関表基本分類」の
行部門（約 500）から部門統合することによ
り，統合された部門品目内のプロダクトミッ
クスによる推計誤差が拡大し，品目別配分額
乖離（実額，割合）は一定して拡大傾向にある
ことが分かる． 
なお，3.4.2節で説明されたように，この誤

差額はあくまで需要項目ごとに配分される額
の中での乖離であるため，総供給額そのもの
は全く増減していない点に留意が必要である． 
また，統合の初期段階，およそ部門数が 400

に至るまでの統合段階では，実額，割合とも
にほとんど誤差が発生しないことも見て取れ
る．  
当然のことながら，IOの行部門統合の影響

は，コモ法の配分比率推計のみに限定される
ものではなく，投入係数の安定性や，実査に
おける報告者負担，総供給額の精度等との比
較の上で総合的に判断される事項である． 

 
5.2. 行部門の配分額総額に占める乖離額の

割合 

図２より，部門統合を進めると，行部門の
配分額総額に対する乖離額（合計）は約 250
部門で 1%，約 180 部門で 2%を超え，100
部門まで統合を進めると約 3.5%まで増加す
る．これは，各部門の配分額が統合の仕方に
よっては平均で約 3.5%程度変動することを
意味しており，部門数の設定によって各行の
推計精度が大きく低下することが分かる． 

 
5.3. 需要項目別にみた乖離額の割合 

図３ 需要項目別（中間投入，家計消費，固
定資本形成，建設向け中間投入）の配分額の

                                            
21本稿におけるクラスタリングでは，実額評価での乖離の増加がある程度滑らかな上昇関数になるように評価関数を

設計し統合を行っているため，各種割合においては，このような揺れ動きが観察されることは正常である． 

乖離の割合をみると，「建設向け中間投入と固
定資本形成」，「中間投入と家計消費」が連動
する傾向があり，混用財（あるいはプロダク
トミックスされた品目）においては，この組
み合わせの双方を配分先に持つ品目が多いこ
とが分かる． 
中間投入や家計消費と比較して，建設向け

中間投入及び固定資本形成の乖離額の割合の
増加傾向は大きく，約 100部門まで統合を進
めた場合，建設向け中間投入は約 3.5%，固定
資本形成は約 4.5%の割合で推計誤差が含ま
れることとなる． 
また，この２つの需要項目においては，そ

れぞれ乖離額の割合が大きく上昇する統合の
タイミングが存在することが分かる 21．  
固定資本形成では部門数173となる統合段

階において，「労働者派遣サービス，法務・財
務・会計サービス」が統合された部門と，「そ
の他の対事業所サービス」が統合された際に
その乖離額の割合が大きく上昇している．「そ
の他の対事業所サービス」には「プラントエ
ンジニアリング」が含まれており，プラント
エンジニアリングは固定資本形成への単用財
であり，かつその総供給額が大きいことから
このような変動が生じている． 
また建設向け中間投入においては，部門数

135に統合する段階において，「建物サービス，
法務・財務・会計サービス，労働者派遣サービ
ス，その他の対事業所サービス」からなる部
門と「土木建築サービス」が統合されている．  
土木建築サービスと対応するコモ法の部門

は，建設向け中間投入における総供給額の規
模が最大の部門であり，同部門の統合の影響
を受け，建設向け中間投入の乖離額の割合が
大きく上昇している． 
このように，乖離額だけではなく，割合で

みることで，統合すると特定の需要項目の配
分額推計精度に大きく影響を及ぼす品目を明
らかにすることも可能であり，そのような部
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門は，部門設計の際に統合せず，可能な限り
単独の部門として設置することが好ましいと
いえる． 

 
5.4. 産業別にみた統合部門の特徴 

図 4は，図１における各統合段階において，
第１，２，３次産業の部門が統合されたかを
示すダイアグラムである．品目別にみると，
「米」「小麦」，「肉用牛」「豚」など，第１次産
業に属する品目は，品目間の配分比率の類似
度が高く，かつ，規模が小さな品目が多く，階
層アルゴリズムにおける初期段階で統合候補
となるケースが見られる．  
第２次産業は，品目数自体が多いこともあ

り，統合段階に全体的に広く分布している．  
一方，サービス産業（第 3 次産業）は，配

分比率の類似度が相対的に低く，かつ．規模
の大きい品目（「卸売」，「小売」，「その他の対
事業所サービス」，「労働者派遣サービス」な
ど）が後半に集中して統合される傾向が見え
る． 
このように，産業毎に統合によって発生す

る誤差には一定の傾向が存在する．部門の検
討に当たっては，類似度が高く，かつ規模の
小さな品目から統合候補とするべきであり，
その該当品目の多い，１次，2次産業を優先的
に統合することが望ましいと考えられる． 

 
5.5. まとめ 

これまでの検証結果に対する考察を以下に
まとめた． 
第一に，現行のＩＯ基本分類（約500分類）

から部門統合（部門数の削減）を行うことに
より，品目別の配分額の乖離（実額，割合）は
拡大傾向がみられた．基準年・中間年 SUTの
部門構成の検討に当たっては，現行のＩＯの
部門数を保ちつつ，可能な限りプロダクトミ
ックスを避けた単独の需要項目に配分される
ような行部門の設定が望ましい． 
特に，プラントエンジニアリングなど，現

行のＩＯ基本分類では統合されている部門に

関しては，分離して単独の部門を設定とする
ことで，精度の向上が見込める可能性が高い．
また，類似度や総供給額の規模からみて，統
合による推計精度低下への影響の強い部門が
存在するが，これらについては，部門設定の
際に部門を統合することのないよう，十分留
意することが好ましい． 
今回の検証では，特に第 1・2次産業におい

て，品目間の配分比率の類似度が高く，部門
統合による影響（乖離）が小さい品目が一定
程度存在することも判明した．類似の用途で
あるなど統合の必然性があり，かつ同一の需
要項目に配分される分類同士は，部門を統合
しても，配分比率の安定性の観点からは支障
がないため，基礎統計の実査における企業負
担など等を考慮した統合が必要となる場合，
これらの部門を優先的に統合の候補とするこ
とが好ましい． 

 
5.6. 留保された課題及び今後の展開 

今回の検証は，一定の仮定の下で全体の影
響を見たものであり，評価関数をはじめとす
るアルゴリズムの設計及び分類基準の変更に
より結果は変動する．例えば，概念的な類似
性の基準として使用されている，「産業連関表
統合小分類」を同中分類に変更することによ
り，結果は変わる．これは概念的な類似性の
基準を緩める，すなわち類似しているものの
範囲を広めることを意味し，より用途や代替
性の観点からは遠い部門を統合することを許
すことになる．この場合，より広い範囲から
統合候補を探索することとなり，同一の配分
先を持つ単用財の組み合わせが増えることか
ら，統合の影響の少ない部門の組み合わせが
増加し，各グラフの上昇の傾きが比較的緩や
かになることが推定される．概念的な類似性
を重視する程度に関する明確な基準は存在し
ないため，どのような基準を採用するかに関
しては議論が必要である． 
また，本稿の検証は，あくまで部門統合に

おける推計精度への影響を全体的に把握する
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ことを目的として行われたものである． 
したがって，部門構成の具体的な検討に当

たっては，本稿の機械的な判断はあくまで目
安，参考として利用されるものであり，用途
の類似性，国際基準への対応，今後の成長可
能性など様々な基準に則って，個別品目の特
性を考慮した詳細な検討が必要であることは
論を俟たない．現実に、本稿の分析結果でも、
特定の品目を統合した結果、乖離幅が急激に
拡大している場合が複数あることが見て取れ、
具体的な品目構成を検証する際に一定の示唆
を与えている。 
報告者負担の軽減を図るため，GDP精度か

ら品目の統合が可能とみられる分類など等に
ついても，本稿の検証は，「統合しても配分比
率の安定性の観点からは影響の少ない部門」
が存在することを指すのみであり，具体的に
特定の部門の統合を奨励するものではなく，
統合される部門及び部門数の設定は他の影響
を鑑みて，個別に検討する必要がある． 
また，本稿では，部門の統合に関する検証

を行っているが，検証されているのはあくま
で現行の分類からの乖離額であり，現行の分
類における既にプロダクトミックスを含む部
門などに関しては，むしろそれらを分離する
ことが好ましいこともあり，実際の部門数に
関しては，現行の分類の分離，統合両面から
考える必要がある． 
これら，個別の品目に関する検証及び，分

離が好ましい品目の特定，検証など等に関し
ては引き続き研究していきたい． 
また，本稿の執筆は，国民経済計算体系的

整備部会 SUT タスクフォース会合にてその
内容を発表させていただき，宮川座長をはじ
めとする出席者の方々から，行のみではなく，
列も指標に入れて部門を論じるべきである点，
時系列の変化を分析の対象に取り入れるべき
である点，分散等の指標によって，平均値以
外の指標を分析するべきである点など大変有
益なご指摘を受けた． 
本稿では，扱うことができなかったため，

それらも合わせて今後の課題としたい． 
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7. 付録 

本稿では，IO 分析において一般的なユー
クリッド距離を配分比率の類似度指標とし
て用いているが，クラスタリングにおいて
ベクトル間のノルムを表現する指標には他
にもいくつか一般的なものが存在する．本
付録では，その代表的なものとして２つの
ベクトルの角度を用いるコサイン距離との
比較を行い，指標の選択の根拠を示す． 

3.4 節において定義した通り，ある部門
α, β ∈ S の各需要項目に対する代表配分比
率をそれぞれ， 

 

Rα�����⃗  = ( ai, aic, ah, af ) 
Rβ����⃗  = ( bi, bic, bh,  bf ) 
 
Where  

BTotal[x] = � Total[x][y]
y ∈ BY

 

 
BVal[x][i] = ∑ Allocy∈ BY [x][y][i]   
 

αi =
BVal[α][i]
BTotal[α]

 , i ∈   Dep 

 

βi =
BVal[β][i]
BTotal[β]

 , i ∈   Dep 

 

とすると，ユークリッド距離Euc[α β ] は， 
 
Euc[α β ]

=  � � (αx − βx)2

x∈Dep，αx∈ Rα�����⃗  ,   βx∈  Rβ�����⃗   

 

 
となる． 
  
ここで，コサイン類似度 Cos[α, β] は 
  

Cos[α, β] =  
Rα�����⃗ ∙  Rβ����⃗  

�Rα�����⃗ � | Rβ����⃗  |
   

  

=
∑ axbxx∈Dep

�∑ ax
2

x∈Dep ∙  �∑ b x
2

x∈Dep

 

(7-1) 
 
となり，コサイン距離は２つのベクトル

の方向が完全に一致したとき，１をとり，直
行するとき０をとる． 
このとき，コサイン類似度を用いた統合

の判断のための指標は， 
 
Sim[{α, β}] 
               = (1 − Cos[α, β]) ∗ Scale[{α, β}] 

(7-2) 
 
となる． 
 
一般論として，距離指標としてユークリ

ッド距離を用いた場合，方向の等しいベク
トルのノルムも評価対象となり，数量で表
現されているが割合が対象の場合など，方
向のみが意味をもつ対象では元データを正
規化する必要がある．一方で，コサイン類似
度を用いると，ノルムの違いが無視される
ため正規化をする必要がなく，最大（最小値）
が事前に把握できない場合など正規化が困
難なケースにおいて利用されることが多い．  
ただし，本稿における分析ではベクトル

の要素が比率であるため，各要素が 0~１の
値を取り，ベクトルの和が常に１になると
いう制約を持つ． したがって，本稿の検証
では，各ベクトルの分布が４次元空間上の
３次元空間上に制約されており，同一の方
向を持つベクトル間の距離は全て0となる．
またその制約によりコサイン類似度と，ユ
ークリッド距離の間での差異は非常に小さ
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いものとなっているため，どちらを用いて
も結果に大きな差は生じない． 
図６，７はそれぞれユークリッド距離と

コサイン距離を用いて計算した結果を比較
した図であるが，いずれも大きく違わない
ことが分かる． 

 
２つの指標の違いとしては，コサイン類

似度を用いた場合，空間上の端点に位置す
る２つのベクトルのコサイン類似度が，非
端点の組み合わせよりも大きくでる傾向が
あるという特徴がある． 
例えば,ベクトル 
(0,50,50,0), (0,49,51,0)と 
 (0,100,0,0), (0,99,1,0) のユークリッド距

離は等しいが， 
 

cos[(0,50,50,0), (0,49,51,0)]  = 0.9998 
cos[(0,100,0,0), (0,99,1,0)]    = 0.9999 

 
と な り ， コ サ イ ン 距 離 で は ，

(0,100,0,0), (0,99,1,0) がより類似度が高い
こととなる． 

 
図 6，7においては，この影響で，最終的

な値は変わらないものの，幾つかの統合の
順序の違いがグラフの増減の位置として現
れていることが見て取れる． 
図５は，ユークリッド距離とコサイン類

似度の概念差を理解するための図であり，
縦軸，横軸それぞれが配分比率（0～100%）
を示す．なお，本稿の分析で扱われるベクト
ルは 4 次元だが，簡単のために２次元ベク
トルについて扱っている． 

 
 

 
図 5  類似指標概念図 
 
本稿では各ベクトルは第１象限において

分布し，また，和が１になるという制約によ
って各点の分布は，数直線 AE上に限定され
る．なお，３次元では，各軸の端点を結んだ
平面上，４次元では３次元空間上に分布が
限定されることとなる． 
簡単のため，点 C を線分 AE に対して点

Oから垂線を引いた交点とする．このとき，
点 C の代表する品目は横軸，縦軸それぞれ
の項目に 50％ずつ配分されていることにな
る．この点 Cと比較される，「点 Cに比較的
配分比率の近い点 B」，「100%横軸に配分さ
れる点 E」，「点 E と比較的配分比率の近い
点 D」の 4点を考える． 
このとき，ベクトル  OB�����⃗ , 𝑂𝑂𝑂𝑂�����⃗  のユークリ

ッド距離は|BC|，コサイン類似度はcos(

∠BOC)となり， OD�����⃗ , 𝑂𝑂𝐸𝐸�����⃗  に関しても同様で
ある．また，端点，即ちほぼ単一需要先に配
分されるベクトルは点 A，Eの近傍に分布す
ることになるが，仮に∠DOE＝∠BOC のと
き，即ち，コサイン距離が等しい場合， 

｜BC｜＞｜DE｜，つまり，端点近傍のユー
クリッド距離が中央と比較して小さくなる
ことを以下に示す． 

 
ここで， 

｜OA｜ =  ｜OE｜＝１,  
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∠BOC = ∠DOE＝θ,   
|BC| = 𝑥𝑥, |𝐶𝐶𝐶𝐶| = 𝑦𝑦, |𝐷𝐷𝐷𝐷| = 𝑧𝑧 
とする． 
 このとき，|AE| =   √2  であることか

ら， 

𝑥𝑥 =  1
√2

tan 𝜃𝜃                      (7-3) 

𝑦𝑦 =   1
√2

tan(𝜋𝜋
4

−  𝜃𝜃)               (7-4) 

𝑧𝑧 =
1

√2
 −  𝑦𝑦 =  

1
√2

∗
2 tan 𝜃𝜃

1 + tan 𝜃𝜃
 

                  (7-5) 

 
となる， 

x − z =  
1

√2
tan 𝜃𝜃 −  

1
√2

∗
2 tan θ

1 + tan θ
,  

           =
tan 𝜃𝜃  (tan 𝜃𝜃  − 1)

√2 (1 + tan 𝜃𝜃)
               (7 − 6) 

であるから， 

tan 𝜃𝜃 < 1 ⇔   θ <
𝜋𝜋
4

 

において，同じユークリッド距離を持つ2つ
のベクトルの組み合わせの内，端点近傍に
位置する組み合わせのコサイン類似度が中
央と比較して低くなるといえる．点 C が線
分 AE を等分するとき，∠BOC が 45°を超
えることはないため，点 C，点 Eにそれぞれ
対応する点の組み合わせとしては，全ての
場合でこれは成り立つ．点 C 及び，点 E を
仮定しない場合，即ちそれぞれの点が 50%

あるいは，100%の配分比率を持たない場合
にもこの傾向は成り立つと考えられるが，
その場合角度が非常に大きい場合において，
これが逆転する可能性もある．だたし，角度
がそのように大きくなる統合は，シミュレ
ーションにおける後半にのみ集中すること
となる． 

  
これらのことから，コサイン類似度を採

用することは，ユークリッド距離と比較し
て，端点近傍の項目を優遇することを意味
する．これは，例えば，衛生用紙や，情報用
紙など，中間投入に 9 割以上，家計消費に
僅か配分される品目が，野菜や果物などの
ように家計消費が７割，中間投入が３割配
分される品目よりも優先して統合されるこ
とを意味している．用紙の例のように全体
のわずかな部分が他の配分先に需要される
品目の方が，配分比率が安定している可能
性はあるが，一般に端点近傍の項目を優先
して統合することが望ましいというコンセ
ンサスは存在しない． 
本稿の分析においては，上述の通り，いず

れを用いても結果に大きな差は生まれない
が，手法が一般的かつ，結果に偏りがないこ
とから，ユークリッド距離を類似度指標と
して用いた．
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図 6 コサイン距離，ユークリッド距離の比較（年平均誤差総額） 

 

 
図 7 ユークリッド距離，コサイン類似度の比較（固定資本形成誤差割合） 
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